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１．はじめに 

 

平成18年６月に施行された「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革推

進に関する法律」に基づき、地方公共団体の資産・債務改革のひとつとして「新

地方公会計制度の整備」が位置付けられました。これにより、発生主義・複式簿

記の考え方の導入を図り、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成18年５月総

務省）で示された内容により、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結会計

ベースの４つの財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書・純

資産変動計算書）を平成21年度までに整備することが求められました。 

当町においては、平成20年度決算から、歳入・歳出決算資料から財務書類を作

成して、資産、債務改革に資する情報の整備を行ってきました。 

その後、新地方公会計の推進について検討が進む中で、財務書類作成に関して

複数の方式が存在していたことから、市町村間の比較を容易にするため、総務省

が平成27年1月に公表した「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づ

き、全ての地方公共団体において、原則として平成27年度から平成29年度までの

間に統一的な基準による財務書類等を作成し、公表していくこととなりました。 

当町でも、平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成し、令

和２年度決算で５回目となり、当町の資産の把握や財政状況の公表資料のひとつ

となっています。 

この財務書類は、「一般会計等」と特別会計や企業会計（水道事業・病院事

業）を合わせた「全体会計ベース」に加え、広域連合、一部事務組合など、町の

財政に影響する関係団体を含む「連結会計ベース」の３つの区分ごとに作成する

ことになっており、当町が所有する資産と債務を把握することができます。 

今後も、それらの分析内容を充分活用して、より一層効率的な財政運営に取り

組んでまいります。 

 

 

「統一的な基準による地方公会計」の特徴 

・すべての地方公共団体が同じ様式で作成することになるため、比較が容易

になります。（平成28年度決算以降より） 

・一部事務組合、広域連合等も自ら財務書類を作成することが義務付けられ

ました。 

・町が所有する土地の評価額は、固定資産税評価にあわせた見直しを行わな

いことになりました。 

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）については、固定資産

台帳に基づき計上されており、新たに取得した資産については、次の基準

額に基づき固定資産台帳が整備されます。 

物品 １品の取得価格が50万円以上 

（美術品は、300万円以上、図書は、１冊50万円以上） 

工事請負費 130万円以上（税込） 

修繕費 60万円以上（税込） 
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２．対象となる会計の範囲 

 

令和２年度における４つの財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・資金収

支計算書・純資産変動計算書）は、「一般会計」と特別会計や企業会計をあわせ

た「全体会計」、当町が関係する関連団体を含めた「連結会計」の３つの区分で

作成します。 

区分 対象となる会計名称 

連
結
会
計 

全
体
会
計 

一般 

会計 
一般会計 

 

 

特別 

会計 

国民健康保険事業勘定特別会計 

駐車場特別会計 

公共下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

介護保険特別会計 

訪問看護事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

企業 

会計 

水道事業会計 

国民健康保険軽井沢病院事業会計 

一
部
事
務
組
合
等 

佐久広域連合 

長野県市町村自治振興組合 

長野県後期高齢者医療広域連合 

北佐久郡老人福祉施設組合養護老人ホーム佐久良荘 

浅麓環境施設組合 

浅麓水道企業団 

佐久市・軽井沢町清掃施設組合 

東北信地区交通災害共済事務組合 

佐久市・北佐久郡環境施設組合 

長野県地方税滞納整理機構 

長野県市町村総合事務組合 

※全体会計は、町関係のすべての会計が合計されて、財務書類を作成してい

ます。 

※一部事務組合等は、複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施して

いる関係団体です。各組合に対する負担率等に応じて按分し、全体会計と

合計し、連結会計財務書類が作成されています。 

 （負担率等の変動により、前年度末資金残高及び前年度純資産残高の差異

が生じることがあります。） 
※作成基準日について 

・会計年度の最終日である令和３年３月31日です。 

・出納整理期間（令和３年４月１日から５月31日まで）の入出金については、

作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別

会計と出納整理期間に取引があったものは、作成基準日までに入出金され

たものとして処理しています。 
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３．財務書類４表について（※財務書類４表の相関図は、一般会計ベースで表示） 

⑴ 貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）--「ストック情報」 

年度末（３月31日）時点において、町が保有する“固定資産”と将来現金

化して行政サービスに使用する“流動資産”の合計の「資産」と、将来の世

代が負担しなければならない「負債」、これまでの世代が負担してきた「純

資産」の金額で構成されています。 

⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）--「フロー情報」 

１年間の行政活動で、福祉、補助金の交付やごみの収集にかかる経費など

資産形成に結びつかない行政サービスに要したコストと使用料・手数料等の

収益を示すものです。 

⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement）--「純資産の変動情報」 

貸借対照表のうち「純資産の部」に計上されている数値が１年間でどのよ

うに変動（増減）したかを示すものです。 

⑷ 資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement）--「現金収支情報」 

１年間における資金の流れを示すもので、性質に区分して、支出と収入を

示し、どのような活動に資金が使われたかを示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ＮＷ：純資産変動計算書】 

「前年度末純資産残高」  

 748億6,790万円 

「純行政コスト（△）」 
行政サービスに対するコストの財源不足分

を表しています。  △147億8,714万円 

「財源」 
町税などの税収等及び国・県等補助金など行

政コスト計算書に計上されない財源の合計

です。          145億9,935万円 

「本年度差額」 

        △1億8,779万円 

「無償所管換等」 
所管換等の移動による額を表しています。 

△702万円 

『本年度末純資産残高』 

746億7,309万円 

 

【ＰＬ：行政コスト計算書】 

「経常費用合計」 
人件費、物件費、補助金や児童手当など

社会保障関係給付費に係る費用の合計で

す。        151億3,399万円 

「経常収益合計」 
使用料・手数料などサービス提供の収入の

合計です。       6億1,723万円 

「臨時損失合計」 
資産除売却の損失額です。 

2億9,785万円 

「臨時利益合計」 
資産除売却の収益額です。 

2,747万円 

『純行政コスト』 

147億8,714万円 

 

【ＢＳ：貸借対照表】 

「固定資産」 
庁舎、学校、道路及び公園等

住民サービスを提供するた

め保有する財産の合計額で

す。 

716億3,582万円 

「負債」 
町債（借金）など将来の世代

に負担となるものの合計額

です。 

 

35億3,076万円 

「流動資産」 
財政調整基金（貯金）など将

来現金化して行政サービス

に使用する財産です。 

65億6,804万円 

うち現金預金 

12億9,801万円 

「純資産」 
過去の世代や国・県が負担

し、将来返済しなくてもよ

い財産です。 

746億7,309万円 

『資産合計』 

782億  385万円 

『負債及び純資産合計』 

782億 385万円 

 
【ＣＦ：資金収支計算書】 

「業務活動収支」 
行政サービスを行う中での収支状況です。 

13億7,801万円 

「投資活動収支」 
学校、道路や公園などの資産形成に係る収入と支出の

状況です。 

△11億2,101万円 

「財務活動収支」 
町債（借金）の借入（収入）や償還（返済）の収支状況

です。 

△5億4,259万円 

「期首資金残高」 

15億8,361万円 

『本年度末資金残高』 

12億9,801万円 

 ※連結会計は一部事務組合等負担率の変更により前年度

末純資産残高に差異が生じることがあります。 
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⑴ 貸借対照表（ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ）(令和３年３月31日現在) 

貸借対照表は令和２年度末（令和３年３月31日）において、町が保有している「資

産」とその資産をどのような財源（「負債」・「純資産」）でまかなっているかを表

しています。 

左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」（将来世代の負担）と資産

と負債の差額である「純資産」（これまでの世代の負担）に分けて対照表示したもので

す。（連結会計を含めて掲載するため、ページを分割して表示しています。） 

■内容の説明---借方「資産」関係 

「固定資産」 

事業用資産（庁舎、学校、公民館等）とインフラ資産（道路、公園、水路等）に分

けられ、将来の世代に引き継ぐ社会的資本などの資産の合計額です。 

「流動資産」 

資金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や税等の未収金、貸付金、

財政調整基金等の積立金、基金など将来現金化することが可能な財産です。 

 

資産の部 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

１ 固定資産 716億3,582万円 859億9,397万円 906億7,639万円 

有形固定資産 656億3,562万円 787億8,588万円 826億7,396万円 

事業用資産 274億1,547万円 317億5,848万円 353億5,495万円 

インフラ資産 376億8,981万円 452億7,154万円 455億 420万円 

物品 5億3,033万円 17億5,586万円 18億1,482万円 

無形固定資産 6億6,875万円 7億 945万円 7億 995万円 

投資その他の資産 53億3,145万円 64億9,865万円 72億9,248万円 

投資及び出資金 15億1,423万円 15億1,423万円 15億1,440万円 

投資損失引当金 - - - 

長期延滞債権 6億6,215万円 8億5,909万円 8億5,922万円 

長期貸付金 - - - 

基金 32億1,236万円 41億9,040万円 49億8,376万円 

その他 - - 18万円 

徴収不能引当金 △5,728万円 △6,507万円 △6,507万円 

２ 流動資産 65億6,804万円 87億8,054万円 99億9,862万円 

現金預金 12億9,801万円 29億1,333万円 39億7,652万円 

未収金 2億9,237万円 7億8,788万円 7億9,166万円 

短期貸付金 4万円 4万円 4万円 

基金 
（財政調整基金等） 

49億7,761万円 50億4,798万円 51億6,220万円 

棚卸資産 - 3,560万円 3,562万円 

その他 - - 3,610万円 

徴収不能引当金 - △428万円 △428万円 

繰延資産 - - - 

    

資産合計 782億 385万円 947億7,451万円 1,006億7,502万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致ない場合があ

ります。 
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「固定負債」 

流動負債に計上した公債の残額や退職給付（手当）引当金など将来の世代の負担と

なるものです。 

「流動負債」 

１年内償還予定公債（町債）やその他賞与引当金、預り金などです。 

「純資産」 

過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産です。 

    

負債の部 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

１ 固定負債 29億7,865万円 76億6,316万円 98億 431万円 

地方債 20億2,389万円 48億5,702万円 62億8,604万円 

長期未払金 - - - 

退職手当引当金 9億5,476万円 10億5,123万円 17億5,665万円 

損失補償等引当金 - - - 

その他 - 17億5,490万円 17億6,162万円 

    

２ 流動負債 5億5,211万円 17億5,074万円 18億2,404万円 

１年内償還予定地方債 3億9,656万円 9億2,866万円 9億7,057万円 

未払金 591万円 4億7,687万円 4億7,953万円 

未払費用 - - - 

前受金 - 3,122万円 3,203万円 

前受収益 - - - 

賞与等引当金 1億4,964万円 2億2,882万円 2億5,544万円 

預り金 - 7,201万円 7,284万円 

その他 - 1,317万円 1,361万円 

    

    

負債合計 35億3,076万円 94億1,390万円 116億2,835万円 

 

純資産の部 

固定資産等形成分 766億1,346万円 910億4,199万円 958億3,863万円 

余剰分（不足分） △19億4,037万円 △56億8,137万円 △67億9,196万円 

他団体出資等分 - - - 

純資産合計 746億7,309万円 853億6,062万円 890億4,666万円 

    

    

負債・純資産合計 782億  385万円 947億7,451万円 1,006億7,502万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があ

ります。 
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（２）行政コスト計算書（令和２年４月１日から令和３年３月31日） 

令和２年度１年間の経常的な行政活動のうち、福祉サービスやごみの収集にかかる

経費など、資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、その財源となる

使用料や手数料等の収入の関係を表し、企業会計における損益計算書にあたるもので

す。 

減価償却費など非現金コストについても計上し、経常費用合計から経常収益合計を

差し引いたものが令和元年度の純経常行政コストとなります。 

■内容の説明 

「人件費」 

職員給与や議員報酬、退職手当引当金（全職員が年度末に普通退職したと仮定した

場合の見込額を繰入れた額）など。 

「物件費等」 

備品や消耗品、施設等の維持補修の費用、社会資本の経年劣化等に伴う減少額（減

価償却費）、委託料や使用料・手数料など。 

「その他の業務費用」  公債（町債）償還の利子など 

「移転費用」 

町民や各団体等への補助金や、児童手当、生活保護などの社会保障関係給付など 

「経常収益」  使用料・手数料など、サービスの提供に対する収入等 

 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

①経常費用 

 １＋２ 
151億3,399万円 215億4,818万円 251億3,310万円 

１ 業務費用 76億3,305万円 111億9,725万円 125億1,207万円 

人件費 24億6,591万円 40億7,396万円 47億6,770万円 

物件費等 47億7,265万円 62億8,936万円 68億7,039万円 

その他の業務費用 3億9,449万円 8億3,393万円 8億7,398万円 

２ 移転費用 75億  95万円 103億5,093万円 126億2,103万円 

補助金等 50億9,955万円 86億8,330万円 77億9,704万円 

社会保障給付 8億1,745万円 8億1,745万円 39億7,341万円 

他会計への操出金 15億2,374万円 7億6,096万円 7億6,110万円 

その他 6,020万円 8,923万円 8,948万円 

②経常収益（使用料及び手数料等） 6億1,723万円 34億6,759万円 37億3,767万円 

使用料及び手数料 2億3,467万円 26億2,446万円 27億2,703万円 

その他 3億8,257万円 8億4,313万円 10億1,064万円 

③純経常行政コスト 

（①経常費用－②経常収益） 
145億1,676万円 180億8,059万円 213億9,544万円 

④臨時損失（資産除売却損など）  2億9,785万円 3億 410万円 3億 474万円 

⑤臨時利益（資産売却益など）  2,747万円 3,144万円 3,172万円 

純行政コスト 

（③純経常行政コスト＋④臨時損

失－⑤臨時利益）  

147億8,714万円 183億5,325万円 216億6,846万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 
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(３)純資産変動計算書（令和２年４月１日から令和３年３月31日） 

令和２年度中の純資産（国・県や過去及び現世代が負担した将来返済が不要な財

産）の変動額を明らかにし、どのような財源や要因により増減したかを表していま

す。 

（※純資産額については貸借対照表に掲載） 

■内容の説明 

「純行政コスト（△）」 

行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対するコストの財源不足分

を表しています。 

「財源」 

町税、地方譲与税などの税収等や国県等補助金など行政コスト計算書に計上されな

い財源を表しています。 

「固定資産等の変動」 

有形固定資産等の増加と減少や貸付金・基金等の形成と取崩の額を表しています。 

「資産評価差額」 

固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差額を表していま

す。 

「無償所管換等」 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額を表しています。 

 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計※ 

前年度末純資産残高 

 （令和２年３月31日現在）  
748億6,790万円 855億4,277万円 884億1,259万円 

１ 純行政コスト（△）  △147億8,714万円 △183億5,325万円 △216億6,846万円 

２ 財源 145億9,935万円 181億7,327万円 222億8,694万円 

(1)  税収等 105億3,279万円 124億1,712万円 155億 519万円 

(2)  国県等補助金 40億6,656万円 57億5,616万円 67億8,175万円 

３ 本年度差額 

（１純行政コスト（△）＋２財源）  
△1億8,779万円 △1億7,997万円 6億1,849万円 

４ 固定資産等の変動（内部変動）  △5億5,989万円 △4億6,861万円 

 

５ 資産評価差額 - - 

６ 無償所管換等 △702万円 △702万円 

７ 他団体出資等分 - - 

８ 比例連結割合変更に伴う差額 - - 

９ その他純資産の変動 - 483万円 

本年度純資産変動額 

（令和２年度中） 
△1億9,480万円 △1億8,215万円 6億3,407万円 

本年度末純資産残高  

（令和３年３月31日現在） 
746億7,309万円 853億6,062万円 890億4,666万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

※連結会計は一部事務組合等負担率の変更により前年度末純資産残高に差異が生じることがありま

す。 
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（４）資金収支計算書（令和２年４月１日から令和３年３月31日） 

令和２年度における行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる三つの活

動「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分し、金額を表示し

たもので、どのような活動に資金を必要であったかを表しています。 

■内容の説明 

「業務活動収支」 行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入・支出されるものです。 

「投資活動収支」 学校・道路・公園等の資産形成や投資・貸付金等の収入・支出です。 

「財務活動収支」 公債（町債）・借入金などの借入（収入）や償還（支出）などです。 

  

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

１ 業務活動収支 13億7,801万円 19億5,937万円 

 

⑴ 業務支出 130億 436万円 189億4,277万円 

①業務費用支出（人件費･物件費等など） 55億 298万円 85億9,141万円 

うち支払利息支出 2,705万円 1億1,993万円 

②移転費用支出（補肋金･扶肋費など） 75億 137万円 103億5,136万円 

⑵ 業務収入 120億6,915万円 185億7,692万円 

①税収等収入 
（税･地方譲与税･介護保険料など） 

104億8,857万円 127億5,406万円 

②国県等補肋金収入（国県支出金など） 8億9,592万円 25億3,281万円 

③使用料及び手数料収入 2億3,348万円 26億2,300万円 

④その他の収入 4億5,118万円 6億6,706万円 

⑶ 臨時支出 2億9,775万円 2億9,775万円 

⑷ 臨時収入 26億1,097万円 26億2,297万円 

２ 投資活動収支 △11億2,101万円 △15億6,418万円 

⑴ 投資活動支出 41億2,998万円 48億6,303万円 

①公共施設等整備費支出 
（工事請負費など） 

16億2,006万円 23億2,610万円 

②基金積立金支出 22億 992万円 22億3,693万円 

③その他の支出 
（貸付金･投資及び出資金など） 

3億    円 3億    円 

⑵ 投資活動収入 30億  896万円 32億9,885万円 

①国県等補肋金収入 4億3,743万円 5億1,197万円 

②基金取崩収入 25億2,698万円 25億4,698万円 

③その他の収入 
（貸付金元金回収，資産売却収入など） 

4,456万円 4,456万円 

３ 財務活動収支 △5億4,259万円 △9億2,458万円 

⑴ 財務活動支出 5億4,259万円 10億6,428万円 

①地方債償還支出（町債の元金償還分） 5億4,259万円 10億6,428万円 

②その他の支出 - - 

⑵ 財務活動収入（町債の発行収入） - - 

①地方債発行収入 - 1億3,970万円 

②その他の収入 - - 

本年度資金収支額（令和２年度中） △2億8,559万円 △5億2,939万円 △7,005万円 

期首資金残高 (令和２年３月31日現在) 15億8,361万円 34億4,272万円 40億5,004万円 

比例連結割合変更に伴う差額 - - △347万円 

本年度末資金残高 (令和３年３月31日現在) 12億9,801万円 29億1,333万円 39億7,652万円 

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

※連結会計は一部事務組合等の負担率の変更により期首（前年度末）資金残高に差異が生じること

があります。 



- 10 - 

 

４．令和２年度財務書類分析数値 
※住民基本台帳人口は、令和３年１月１日現在の20,922人となっています。 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

資
産
形
成
度 

①町民一人あたり資産額 
ＢＳ資産合計÷住民基本台帳人口 

373.8万円 453万円 481.2万円 

町が所有する資産額を住民人口で除して、一人当たりの金額を算出したものです。 

②歳入額対資産比率 
ＢＳ資産合計÷ＣＦ各収入額合計 

4.1年 3.4年 3年 

本年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した資産が、歳入の何

年分に相当するかを表しています。 

③有形固定資産減価償却率  

(資産老朽化比率)  
ＢＳ償却資産累計額÷（ＢＳ有形固定資産合

計－ＢＳ土地等の非償却資産＋ＢＳ減価償却

累計額） 

67.6％ 66.9％ 66％ 

土地や建設仮勘定以外の有形固定資産を一定の耐用年数によって減価償却を実施した場合、年度

末における資産が全体としてどの程度経過しているかを比率で表したものです。この比率が

100％に近いほど老朽化の程度が高いことを示しています。 

世
代
間
公
平
性 

①純資産比率 
ＢＳ純資産合計÷ＢＳ資産合計 

95.5％ 90.1％ 88.4％ 

町等が有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現役世代の負担によるもので、負債の部分は

将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そのため、純資産の変動は、

将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。将来の世代に負担をかけな

いためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 

②社会資本等形成の世代間負担比率 
（ＢＳ地方債＋ＢＳ１年以内償還予定地方債）

÷ＢＳ有形固定資産 

3.7％ 7.3％ 8.7％ 

町等所有する社会資本などの財源のうち、将来償還が必要な負債が占める割合（公共資産等形成

充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握す

ることができます。この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことを示しています。 

持
続
可
能
性
（
健
全
性
） 

①町民一人あたり負債額 
ＢＳ負債合計÷住民基本台帳人口 

16.9万円 45万円 55.6万円 

負債（将来世代の負担）が住民一人当たりいくらあるのかを表し、住民一人当たりの資産や純資

産などと比較して財政の健全性を検討する指標になります。 

②基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

ＣＦ業務活動収支 ＋ＣＦ支払利息支出 

＋ＣＦ投資活動収支＋基金積立金支出 

— 基金取崩収入 

△3,302万円 △2億508万円 △3億9,449万円 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支の合算額のこ

とをいい、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の収支

を示しています。当該収支が均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない

限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 

※財務書類４表の数値に基づき計算後、四捨五入を行っているため、記載金額と一致しない場合があり

ます。 
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項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

効
率
性 

①町民一人あたり純経常行政コスト 
ＰＬ純経常行政コスト÷住民基本台帳人口 

69.4万円 86.4万円 102.3万円 

純経常行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）は、住民一人当たりいくらかかっ

ているのかを表しています。 

②町民一人あたり人件費 
ＰＬ人件費÷住民基本台帳人口 

11.8万円 19.5万円 22.8万円 

行政コストのうち人件費だけに絞って住民一人当たりのコストを計算したものです。人件費に

は、議員や職員、嘱託員にいたるまで実際の給与や手当退職負担金の現金支出額のみならず発生

主義において認識した退職給与手当金や賞与引当金も含んでいます。 

③町民一人あたり物件費 
ＰＬ物件費÷住民基本台帳人口 

13.3万円 16.8万円 18.9万円 

物件費等は、外部への業務委託料や社会資本等（事業用資産＋インフラ資産）の使用コストを表

す減価償却費、維持補修費等の合算額を表しており、このコストが住民一人当たりいくらになる

かを表しています。 

④町民―人あたり移転費用 
ＰＬ移転費用÷住民基本台帳人口 

35.9万円 49.5万円 60.3万円 

扶助費などの社会保障関係給付や各特別会計への繰出金、政策目的により住民や各団体などへ支

出する補助金など、一般会計以外の事業として進める行政サービスが住民一人当たりいくらにな

るかを表しています。 

弾
力
性 

①行政コスト対税収等比率 
ＰＬ純経常行政コスト÷ＮＷ財源 

99.4％ 99.5％ 96％ 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の税収等のうち、どれ

だけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを把握することができます。この比率が

100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、また、100％を上回ると過去から蓄積した資産が取

り崩されたことを表します。 

自
立
性 

①受益者負担の割合 
ＰＬ経常収益÷ＰＬ経常費用 

4.1％ 16.1％ 14.9％ 

地方公共団体の経常費用のうち、サービスの受益者が直接的に負担するコストの比率です。 

※財務書類４表の数値に基づき計算後、四捨五入を行っているため、記載金額と一致しない場合があ

ります。 
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